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第５章 共通基盤施策 
 

 

 

 

「Ⅴ 共通基盤施策」については、「Ⅰ 低炭素社会の構築」「Ⅱ 循環型社会の構築」「Ⅲ 自然共生社

会の構築」「Ⅳ 生活環境保全の確保」の各施策を推進していくための “エンジン（駆動力）”として位置

づけています。 

持続可能な社会「スマート社会みえ」の実現のためには、県民、事業者等のさまざまな主体が協創を通

じた環境への取組を自律的かつ持続的に推進していくことが必要不可欠であり、環境教育・環境学習や

環境活動の推進、事業者については環境経営を推進することなどが重要となります。 

 4 ᶍ ᶇ וֹ  

 

 

 ╔ᶊᵩᵰᶪ ╔ᴴ  

֩ ᶉ ᶗᶍ ᶍ  ֪

 

県内の幼稚園 ・小学校 ・中学校 ・高等学校およ

び特別支援学校では、豊かな自然環境の中で行

うさまざまな体験活動をとおして、自然の大切

さを学び、身近な環境問題に関心を持つことが

できる子どもたちの育成を図っています。 

また、家庭や地域社会、民間団体との連携を深

め、環境保全に関するボランティア活動の紹介

やボランティア活動ヘの参加意欲を高める取組

を進めています。 

 

① 「学校環境デー」の取組を中心とした環境教

育の推進 

 県内の学校・園で、例えば各学校において、環

境教育に関する全体的な計画等を作成し、学校

のあらゆる教育活動の中で環境教育を実践して

いくよう、取組を促しています。 

また、「学校環境デー」（6月5日）を中心とし

た時期に、創意工夫ある活動を行うことをとお

して環境教育に取り組む意欲を一層高め、主体

的によりよい環境を作り、環境に配慮した望ま

しい行動をとることができる子どもたちの育成

を図っています。 

 

② 県立学校における環境マネジメン卜の取組 

 県立四日市農芸高等学校ではISO14001認証

の維持継続を図っており、先進的な環境教育お

よび環境保全活動を実施しています。 

 また、他の全ての県立学校では簡易な「県立学

校環境マネジメン卜」を作成し、平成17（2005）

年 4月から、環境教育および環境保全活動の充

実を図っています。 

 

③ 四日市公害に関する学習 

 四日市市にある「四日市公害と環境未来館」と

連携し、その所蔵品や語り部の方々から四日市

公害の経緯を伝え、環境保全の意識を育んでい

きます。 

 座学的な講義形式ではなく、実験や体験から、

気づきを得る事を目的とした講座や課題解決の

ため、ディスカッション形式により、さまざまな

意見を取り入れて、より良い方法を発見してい

く手法を取り入れた講座を実施していきます。 

 

 ╓ᶣ ᶊᵩᵰᶪ ╔ᴴ  

 

 （１）環境教育・環境学習の充実 

① 環境教育・環境学習の推進 

 本県では、県環境学習情報センターを拠点施

設として、環境教育・環境学習を推進するととも

に、学校や社会においても、環境教育・環境学習

を推進し、環境保全活動の普及・啓発に努めてい

ます（表2-5-1）。 

 ╔֩ סּ ᶉ ᶍᵾᶠᶍ

╔ E֩SD֪֪ᴴ ᶍ  
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表 2-5-1 県環境学習情報センターにおける環境教

育・学習の状況（令和４（2022）年度） 

 

 

② こどもエコクラブ活動支援 

 こどもエコクラブ活動は、子どもたちの将来

にわたる環境保全ヘの高い意識を醸成するた

め、平成7（1995）年6月から環境庁（現環境

省）により始められました。県内でも環境の保全

に取り組もうとする子どもが大人と一緒に家庭

や地域でこどもエコクラブを結成し、環境に対

する理解を深めるための学習・研究活動や美化

活動、リサイクル活動等の実践運動に自主的に

取り組んでいます。 

 こどもエコクラブ活動の定着と推進を図るた

め、各クラブのメンバー・サポーターの交流会

や、活動を支える市町担当職員の研修会を開催

するなど、こどもエコクラブ活動を支援してい

ます。 

 令和 4（2022）年度の会員数は、63クラブ

11,948人となりました。 

 

（２）三重県環境学習情報センターの充実 

 県民に開かれた環境教育・環境学習、情報受発

信の拠点として各種講座、情報提供、展示等を充

実させ、子どもから大人まで幅広く利用できる

拠点施設として活用に努めています。 

 運営・管理には指定管理者制度を導入し、民間

事業者の創意工夫を活用しながら一層効果の高

い環境教育・環境学習の実施等を進めています

（表2-5-2）。 

表 2-5-2 県環境学習情報センターでの環境教育に

関する主な業務内容 

 

 

（３）「三重県民の森」および「上野森林公園」の

活用 

 森林教育や自然とのふれあいの拠点として

「三重県民の森」と「三重県上野森林公園」を設

置し、県民等の利用者に自然観察会や生物多様

性の学びの場として活用いただくほか、身近な

憩いの場として利用されています。 

 

（４）三重県総合博物館（MieMu）の活用 

 県総合博物館（MieMu）では、三重の自然と歴

史・文化について、誰もが主体的に学び、交流で

きる場となることで、環境学習や自然環境の保

全のための人材育成支援の役割を果たしていま

す。 

 令和４（2022）年度は、県総合博物館ミュー

ジアムパートナーの「歴史、民俗、ユニバーサル

ミュージアム」など 5つのグループとともに、

探究活動を行ったほか、「三重県環境学習情報セ

ンター」や学校、企業等と連携し、環境教育や環

境学習の推進を図りました。 

また、企画展「集まれ！三重のクジラとイルカ

たち」を開催し、三重県沿岸に生息する鯨類に関

する展示をとおして環境学習や環境教育の機会

を提供しました。 

 

（５）地域にある環境資源を生かした環境教育の

促進 

① 宮川流域における取組 

 宮川流域では、流域案内人をはじめとした地

域で活動する団体の人びとが、宮川流域が持つ

さまざまな魅力（自然、歴史、文化、産業、暮ら

し等）を、地域の人や訪れた人に紹介していま

す。 

区　　分 内　　容

センター主催講座

一般向けの講座のほか、SDGｓ、地球温暖化対策等をテー

マとした基礎講座や生物多様性、ESD実践等の環境学習指

導者養成のための講座、工作や自然観察会等の夏休みこど

も環境講座等、111講座（2,118 人）を開講しました。

出 前 講 座
県内小中高等学校等の授業や、公民館、市民活動団体の学

習会等への出前講座を150回（5,563人）実施しました。

見 学 視 察

体 験 教 室

県内小・中・高等学校等の社会見学受け入れや環境体験学

習を237団体（11,196人）に実施しました。

その他イベント等

・地球温暖化防止啓発ポスターコンクールを実施し（小中

学102校、1,569人参加）、「みえ環境フェア2022」で入

賞者の表彰を行いました。

・上記コンクールの入賞作品や四日市市と連携した四日市

公害訴訟に関する展示等を行いました。

・展示コーナーやライブラリーコーナーの整備、活用

・参加・体験型の環境講座、出前講座、交流事業等の実施

・地域の活動リーダーや環境学習指導者等の養成

・ホームページ、情報誌、メールマガジン等を活用した環境

　教育に係る情報の発信

・県民、市民活動団体、企業との協働連携
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この活動が持続性のある取組となるよう、令

和４（2022）年度は、宮川流域ルネッサンス協

議会において、活動に役立つ情報の提供等によ

る支援を行ったほか、ホームページやSNSを活

用し地域活動団体等が企画するイベントや宮川

流域の情報を発信しました。 

 

② ビジターセンターの整備 

 ビジターセンター（博物展示施設）では、自然

公園の地形、地質、動物、植物、歴史等を公園利

用者が容易に理解できるよう解説または実物標

本、模型、写真、映像、図表等を用いた展示を  

行っています（表2-5-3）。 

 

表2-5-3 ビジターセンター一覧表 

 
 

2  ᶍ  

 

2  ᶍ╔  

 

 県環境学習情報センターにおいて、地域で環

境活動を展開できる指導者の養成講座を開催

し、環境についてさまざまな視点で考え、行動が

できる人材を育成しました（令和 4（2022）年

度指導者養成講座受講者数1,459人）。 

 

2  ᶍ ⱱᴲ  

 

（１）地域における自主的な環境保全活動の促進 

① 河川の維持・美化を行う団体の活動支援 

県管理河川および海岸の環境美化について河

川・海岸管理者だけの対応には限界があります。 

適正な河川・海岸管理を行っていくためには、

県民参加によるボランティア活動は望ましい形

態であり、ボランティア活動団体の育成、支援に

努める必要があります。 

 令和４(2022)年度には、フラワーオアシス事

業として憩いと潤いに満ちた水辺環境を作るこ

とを目的に、ボランティア活動11団体等を対象

に花木の苗、球根、肥料等を提供しました。 

② 道路、河川等の清掃 

 快適で安全な道路環境の確保および河川・海

岸等の美化を図るため、道路敷の除草、ゴミ、空

き缶等の清掃および河川敷の除草や海岸等の流

木処理、清掃を行いました。 

また、道路、河川、海岸等の美化活動の推進を

図るため、ボランティア団体等に作業用物品の

提供等の支援を行っており、令和４（2022）年

度の実績は、道路関係で147団体、河川関係で

138団体、海岸等の関係で76団体となっていま

す。 

 地域住民に道路の一定区間の除草、ごみ拾い

等の維持活動をお願いする「ふれあいの道事業」

を実施しており、令和４（2022）年度は６団体

が活動を行いました。 

 

③ 森林ボランティアの育成 

 県民が自主的に参画する県民参加の森林づく

りを進めるため、森林づくり活動団体からの相

談対応を行いました。 

 

 （２）各主体の連携による環境保全活動の促進 

① オフィス等での省エネ運動の展開 

 平成15（2003）年度から中部圏知事会の構成

団体とともに、夏季の一定期間において適正冷

房（室温28℃）を徹底し、ノーネクタイ、ノー

ジャケット等の軽装で過ごそうという「サマー

エコスタイル」に取り組むとともに、県内の企業

や市町等に実施を呼びかけました。県庁内では、

日常的な勤務はもちろん、会議や出張の場面で

も夏季の軽装が徹底され、一つのライフスタイ

ルとして定着してきています。 

 

② 年間をとおして行う自主的な庁舎周辺の美

化行動 

 勤務する職場や周辺を美しくすることは、快

適な環境づくりを行う第一歩と考え、県職員自

らが各職場で年間を通じて自主的に庁舎周辺の

美化行動を行っています。 

 令和４（2022）年度は、延べ2,935人の県職

員がこのボランティア活動に参加しました。 

 

 

自然公園名 施設名 所在地

鳥羽ビジターセンター（休止中） 鳥羽市

登茂山ビジターセンター 志摩市

横山ビジターセンター 志摩市

伊勢志摩

国立公園
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③ 連携による環境教育実践活動の促進 

 環境教育の実践活動として、子どもたちが家

庭において省エネルギー活動を実践し、環境へ

の意識を高める「キッズISO14000プログラム」

に企業、学校、行政が連携して取り組んでおり、

令和4（2022）年度は県内企業4社からの協力

を得て、4市町 6校、192名の小学生が取り組

みました。 

 

3  ☺ᶍ  

 

（１）環境保全施設整備に対する支援 

・三重県環境対策促進資金融資制度 

県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境

問題に対する取組に対し、必要となる資金の融

資制度を設けています（表2-5-4）。 

 

表2-5-4 三重県環境対策促進資金 

（令和５（2023）年３月末現在） 

 
 

（２）事業者の環境経営の促進 

① 脱炭素経営の促進 

県内企業等における脱炭素経営を促進するた

め、脱炭素経営に取り組んでいく意欲がある県

内企業を公募し、応募のあった４社に対して、ア

ドバイザーを派遣するなどし、脱炭素経営の理

解促進、温室効果ガス排出量の現状確認や  

SBT（Science Based Targets）に整合した温室

効果ガス削減目標の設定などの支援を実施しま

した。 

 

② 環境に配慮した認証制度 

 将来にわたって水産資源の持続可能な利用を

担保するため、MEL（Marine Eco-Label Japan）

等の水産エコラベル認証の取得に向けた取組を

促進しました。 

（令和５（2023）年３月末現在：認証取得件数 7

件） 

 また、生態的、経済的、社会的側面等の持続可

能性を地域に適した森林管理基準に基づいて評

価するFSC（Forest Stewardship Council 森林

管理協議会）認証について、尾鷲市と紀北町がグ

ループ認証を取得しています。 

 

③ 小規模事業所向け環境マネジメントシステ

ム（EMS）の導入 

 県内事業者の環境経営の取組を促進するた

め、取り組みやすく費用負担の少ない環境マネ

ジメントシステムである「三重県版小規模事業

所向け環境マネジメントシステム：ミームス（M-

EMS）」の普及を行っており、令和５（2023）年

３月末現在で、延べ 394事業所が M-EMS認証

を取得し、191事業所が活動を継続しています。 

 

④ 企業環境ネットワーク 

 環境問題に関心のある企業が業種の枠を越え

てネットワークを形成し、企業間や行政との協

働・連携により、環境経営取組の向上を図るた

め、平成12（2000）年11月に「企業環境ネッ

トワーク・みえ」を設立しました。（令和5（2023）

年3月末現在：参加企業数341社） 

 また、メールマ力ジン等の発行による情報共

有を行っています。  

項目 内容

5,000万円

※土地汚染状況調査の場合　200万円

固定・年率1.60％（保証を付けない場合1.65％）

※以下の場合は、固定・年率1.40％（保証を付けない場合1.45％）

（１）新エネルギー関連施設・設備の設置

（２）省エネルギー関連施設・設備の設置

（３）吹付けアスベスト等の飛散の未然防止措置

（４）環境対策車の導入

（５）リサイクル関連施設の整備等

保証料 年率　0.45％～1.50％

設備資金７年以内（据置期間１年以内を含む）

運転資金５年以内

返済方法 元金均等月賦返済

（１）　新エネルギー関連施設・設備の設置

（２）　省エネルギー関連施設・設備の設置

（３）　公害防止及び環境保全に資する施設の設置

（４）　工場又は事業場の公害防止のためにする移転

（５）　土壌汚染の除去等

（６）　吹付けアスベスト等の飛散の未然防止措置

（７）　環境対策車の導入

　　　　①低公害車の購入

　　　　②使用過程のディーゼル車の天然ガス自動車への改造

　　　　③Nox ・PM低減装置の装着

　　　　④Nox ・PM法排出基準適合車への買い替え

　　　　⑤ポスト新長期規制以降の排出ガス規制対応車への買い替え

（８）　リサイクル関連施設の整備等

融資限度額

融資利率

融資期間

融資対象
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⑤ PRTR制度の推進 

 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律に基づき、事業

者による化学物質の自主的な管理の改善を促進

し、環境保全上の支障を未然に防止することを

目的とする PRTR制度（化学物質排出移動量届

出制度）が、平成13（2001）年４月から実施さ

れています。 

 令和４（2022）年度は、県内の法に基づく届

出数は726件あり、大気への排出物質では、ト

ルエン、キシレン等の溶剤類が主なものとなっ

ています。 

 

⑥ 環境に優しい生産技術の確立 

 県内の各養殖場においては、持続的養殖生産

確保法に基づき、持続的な養殖業が営めるよう、

良好な漁場環境を維持するための「漁場改善計

画」が策定されています。令和４（2022）年度

も同計画において設定された適正養殖可能数量

の遵守状況を確認し、養殖漁場環境の保全に努

めました。 

 

⑦ 農業生産工程管理（GAP）の普及啓発、導入

支援 

GAP（Good Agriculture Practice）は、食品

安全、労働安全、環境保全につながる取組である

とともに、リスクや改善点を認識し改善の仕組

みを構築することにより、経営基盤の強化につ

ながる重要な取組であることが、令和元（2019）

年度の優良事例調査からも示されました。この

結果から、より安全で、より効率的で、持続可能

な農業の実現に向けて、GAP推進指導員の育成

（令和5（2023）年3月末現在：202名）による

支援体制を構築し、国際水準GAP認証取得の推

進（令和5（2023）年３月末現在：105件）と、

国際水準GAPの取組の拡大を進めています。 

 

（３）県における環境経営の推進 

 本県では、県民や企業から信頼できるパート

ナーとして認めていただけるよう、県自らがま

ず環境負荷の低減に率先して取り組んでいま

す。 

 

① ISO14001で培ったノウハウを生かした県

庁マネジメントの推進 

 平成 12（2000）年 2月に本庁およびその周

辺機関においてISO14001を認証取得し、その

後順次対象範囲を拡大しながらISO14001に基

づく環境マネジメントを推進してきました。 

 こうした中で、廃棄物の発生抑制およびリサ

イクルの促進、温室効果ガス排出量に係る電気、

燃料等の使用量削減などに大きな成果を上げる

とともに、職員の環境意識の定着、成熟も図られ

ました。 

 このように、組織内での環境活動の定着が図

られたことから、平成26（2014）年4月から長

年のISO14001の取組で培ったノウハウを生か

しながら本県の行政運営の仕組みである「みえ

成果向上サイクル（スマートサイクル）」にマネ

ジメントシステムを一本化することにより、こ

れまでの成果を維持しつつ、本県の仕組みに合

致した、より効率的な運用を行っています。 

 

② 環境調整システムの推進 

 本県では、自ら実施する一定規模以上の事業

について、その計画を立案する段階から、環境保

全に対する配慮を審議・調整する環境調整シス

テムを運用し、県事業における環境配慮の徹底

を図っています。令和4（2022）年度には8件

の開発事業について審議・調整を行いました。対

象とする開発事業の種類は次のとおりです。 

・道路の整備 

・河川・ダム等の整備 

・海岸の整備 

・公有水面の整備 

・港湾の整備 

・森林の整備 

・公園の整備 

・下水道の整備 

・水道の整備 

・農業農村の整備 

・発電所の整備 

・建物の建設 

・用地の整備 

・その他 
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（４）組織的な取組を進める三重県庁のグリーン

購入 

 グリーン購入については、平成13（2001）年

10月1日に「みえ・グリーン購入基本方針」を

策定し、日常的に購入する全ての消耗品（単価契

約物品）を環境配慮型商品とし、平成14（2002）

年度からは、物品だけでなく、役務や公共工事部

門についても数値目標を定めて取り組んでいま

す。 

その後、三重県リサイクル製品利用推進条例

や県産材利用推進のための「三重の木」制度によ

る認定製品について、本県独自のグリーン購入

の取組とし、これらの優先購入に努めています。 

 また、平成17（2005）年4月に基本方針の一

部改正を行い、事業者の選定にあたっては、

ISO14001をはじめ、「三重県版小規模事業所向

け環境マネジメントシステム（M-EMS）」等の導

入により適切な環境マネジメントを行っている

ことなども考慮し、事業者に対して環境保全活

動への積極的な取組を働きかけています。 

 

（５）環境・エネルギー関連産業の振興 

 成長分野である環境・エネルギー関連産業へ

の進出を図り、あわせて低炭素社会の構築につ

なげるため、企業の研究開発や新事業展開等を

促進します。 

 令和４（2022）年度は、「バイオガスを用いた

合成ガス製造の実証」「高融点炭化物セラミック

スの開発」「耐火物を触媒担体に適用する際の材

質に関する検討」「熱電駆動型IoTデバイスの開

発」「マイクロ水力発電と蓄電池を組合せたシス

テムの開発」「リチウムイオン電池の性能向上に

関する検討」に関する先導的な共同研究等（計６

件）を実施しました。 

また、「バイオマス由来のメタンとCO2を利用

した改質技術」、「太陽エネルギー・熱エネルギー

の同時利活用技術」、「生産性向上に資する省エ

ネ型セラミックス製造技術」に関する研究成果

を学会等での発表によりPRしました。 

 

 

 

 

（６）環境保全施設整備に対する支援 

 環境対策促進資金の融資制度を活用して、低

炭素社会づくりに貢献する企業の活動を支援し

ています。 

 

4  ᶊ ᵶᵾ ᶍ  

 

 ☼ לּ ᶍ  

 環境影響評価制度、いわゆる環境アセスメン

卜は、開発事業等が環境に及ぼす影響について、

事業者が事前に調査・予測および評価を行って、

その結果を公表し、これに対する環境保全の見

地からの知事、関係市町長、住民等の意見を聴い

た上で、事業者自らが環境配慮を行い、開発事業

等を実施することにより、自然環境・生活環境を

保全していくための制度です。 

 本県では、昭和54（1979）年に「環境影響評

価の実施に関する指導要綱」を制定して以来、こ

の制度により環境保全を進めてきましたが、平

成9（1997）年6月に環境影響評価法が制定さ

れたことに伴い、県の環境影響評価制度につい

ても、制度の充実・強化を図るため、平成 10

（1998）年12月に三重県環境影響評価条例（以

下、「4-1」において「条例」）を制定し、平成11

（1999）年6月12日から全面施行しました。 

 また、平成23（2011）年と平成25（2013）

年に環境影響評価法が改正されたこと、条例の

制定から 16年以上が経過していることをふま

え、条例を改正し、平成28（2016）年4月1日

から簡易的環境アセスメントの導入等を行いま

した。 

 簡易的環境アセスメントは、環境影響評価手

続の「対象事業」の規模要件未満の造成事業につ

いても一定の環境配慮がなされるよう、一部の

「対象事業」の規模要件の 1／2以上の規模の事

業を「準対象事業」と位置づけ、文献調査等の簡

易な調査方法による環境影響評価手続を求める

ものです。 

 また、令和 4（2022）年度は条例の対象事業

に風力発電所を追加し、令和４（2022）年10月

1日から施行しています。 

 なお、条例に基づく手続の体系は、図2-5-1に

示すとおりです。 
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 要綱に基づく手続も含め、令和 4（2022）年

度末までに評価書作成または措置報告書作成ま

での一連の手続が終了したものは164件です。 

 令和 4（2022）年度は、１件の事業（太陽光

発電所）の計画段階環境配慮書、１件の事業（廃

棄物処理施設）の方法書、3件の事業（風力発電

所２件、廃棄物処理施設）の準備書および１件の

簡易評価書（工業団地造成）について、地域およ

び事業の特性を考慮し、大気環境や水環境の保

全、希少動植物の保護と生態系の保全、景観の保

全等について配慮するよう三重県環境影響評価

委員会の答申を受けて、知事意見を述べました。 

 環境影響評価手続であらかじめ調査・予測・評

価を行った内容について、事業者自らが実際の

影響を調査し、また、影響が大きい場合にどのよ

うに対処を行ったかをまとめた事後調査報告書

については、20件提出されました。 

図2-5-1 三重県環境影響評価条例の手続 

環境アセスメント 

 

簡易的環境アセスメント 

 

環境アセスメントを行う 

方法をまとめた図書   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

調査・予測・評価 

（現地調査を実施） 

調査・予測・評価 

（文献調査が基本） 

許認可等の申請 

事業着手 

事後調査 

許認可等の申請 

事業着手 

（事後調査） 

住民等 

市町長 

知事 

評価書 

 

準備書 

 

方法書 

簡易 

評価書 

措置 

報告書 

事後調査 

報告書 

 

対象事業 準対象事業 

意見 

意見 

意見 
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 ᶍ  

 

 工場 ・事業場の新 ・増設に伴う公害の未然防止

を図るため、昭和47（1972）年7月に三重県公

害事前審査会条例を制定し、公害事前審査を実

施しています。（図２-５-2） 

 審査の重点は、次のとおりであり、学識経験者

による慎重な検討が行われます。 

・公害防止施設等に関する技術的検討 

・工場等からの排出物質による周辺環境に及

ぼす影響 

・法または条例に基づく排出基準等の適合性 

 なお、令和 4（2022）年度までに審査を実施

したものは、195件です。 

 

 

図2-5-2 公害事前審査の手続 

 

 ᶍ  

 

 三重県環境基本条例第 5条では、事業者の責

務として「事業者は、市町長等と環境の保全に関

する協定を締結するように努めなければならな

い」と規定しています。 

 環境保全協定は、従来の公害防止協定の範囲

を広げ、緑化の推進等の自然環境の保全に関す

る項目を含むものであり、環境関係の諸法令等

を補完するものとして、地域の自然的、社会的条

件や、事業活動の実態に即応したきめ細かい指

導が可能であることから、市町等では環境汚染

を防止するための有効な手段として広く活用さ

れています。 

 従来の公害防止協定を含む環境保全協定の締

結件数は令和 4（2022）年度末で 1,436件と 

なっています。 

 

 ᶗᶍ ꞌ 

 

 （１）公害に係る苦情処理 

 公害に関する苦情については、公害紛争処理

法（昭和45（1970）年6月制定）に基づき、市

町と協力して適正な処理に努めています。 

 また、同法には、公害苦情相談員制度が定めら

れており、本県では環境生活部および各地域防

災総合事務所・地域活性化局に公害苦情相談員

を配置しています。 

・年次別種類別公害苦情処理取扱状況 

令和３（2021）年度に県または市町が取り  

扱った大気汚染、水質汚濁、騒音、振動等の公

害苦情件数は1,537件でした（図2-5-3）。 

・地域別公害苦情取扱状況  

公害苦情件数 1,537件を発生地域別に見る

と、北勢地域が37.1%、中南勢地域が24.7%、

伊勢志摩地域が 31.2%、伊賀地域が 3.6%、

東紀州地域が 3.4%となっています（図 2-5-

4）。 

 なお、公害苦情件数を主な発生原因別に見る

と、焼却（野焼き）が372件（24.2%）と最も

多くなっています（図2-5-5）。  

（公害事前審査の申請）

（諮問）

（学識者7名で構成）

（答申）

（審査結果の通知）

市町長

小委員会による審査

委員会議による承認

知事

申請市町長

委員会議（全体会議）による審査

知事が必要と

認める場合

公害事前審査会

知事
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図2-5-3 年次別種類別公害苦情処理件数の推移 

 

 
 

図2-5-4 地域別公害苦情件数 

（令和3（2021）年度） 

 

 
図2-5-5 主な発生原因別公害苦情件数 

（令和3（2021）年度） 

（２）公害に係る紛争処理 

 公害に関する紛争処理は、公害紛争処理法に

基づき、昭和45（1970）年10月に三重県公害

審査会条例を定め、同年11月に三重県公害審査

会を設置して、典型 7公害（大気汚染、水質汚

濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）に

係る紛争について、あっせん、調停、仲裁を行っ

ています（表2-5-5）。 

 

表2-5-5 公害紛争処理に基づく最近の事件一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ᶊ ᵸᶪ  

 

 本県における公害健康被害者の発生は、四日

市市塩浜地区の石油化学コンビナー卜が本格的

に操業をはじめた昭和35（1960）年頃からみら

れるようになり、付近の住民の間に気管支ぜん

息をはじめとする呼吸器系疾患（いわゆる「四日

市ぜん息」）が多発し、大きな社会問題となりま

した。こうした事態に対応するため、公害健康被

害者を救済する制度の整備が進められ、昭和40

（1965）年5月には、四日市市単独による公害健

康被害者の医療救済制度（自己負担分を市が負

担）が全国に先駆けて発足しました。 

 国においても、昭和44（1969）年12月に、

公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法

が制定され、公害健康被害者として認定された

方に対する医療費、医療手当などの支給が行わ

れるようになり、昭和49（1974）年9月には、

公害健康被害補償法が施行され、医療費等に加

え障害補償費や遺族補償費など財産的損失に対

する補償の給付も行われるようになりました。 

大気汚染 水質汚濁 騒音 振動 悪臭 典型7公害以外

0 500 1000 1500 2000

Ｈ28

Ｈ29

H30

R1

R2

R3

（件）

年
度

大気汚染 水質汚濁 土壌汚染

騒音 振動 地盤沈下

悪臭 典型7公害以外

北勢 570件

37.1%

中南勢 379件

24.7%

伊勢志摩 480件

31.2%

伊賀 56件

3.6%

東紀州 52件

3.4%

焼却（野焼き）

24.2 %

自然系 18.5%

家庭生活

9.3 %

工事・建設作業

7.0 %

廃棄物投棄

5.9 %

産業用機械作動

5.4 %

流出・漏洩

4.2 %

産業排水

2.9%

不明 7.2 % その他 15.5 %

申請受付年 処理種別 処理事件名 終結区分

H26 調停 解体工事に伴う振動被害補償等請求事件 打ち切り

H26 調停 グレーチング製造工場騒音被害防止請求事件 打ち切り

H27 調停 製氷冷蔵会社からの振動等被害防止請求事件 打ち切り

H28 調停 廃棄金属リサイクル施設からの騒音等被害防止請求事件 取り下げ

H29 調停 防災無線からの騒音被害防止請求事件 打ち切り

H29 調停 金属加工場からの騒音・振動被害防止請求事件 成立

R1 調停 金属加工工場からの騒音・振動問題調整事件 打ち切り

R2 調停 太陽光発電施設からの水質汚濁防止請求事件 打ち切り

R2 調停 牛ふん等堆肥化事業処理施設からの水質汚濁等被害防止請求事件 取り下げ

R3 調停 鉄スクラップ工場からの騒音被害防止請求事件 打ち切り
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 これらの法制度において、本県では、四日市市

の臨海部から中心部にかけての市街地と楠町全

域が指定地域として定められ、同地域に一定期

間以上居住または通勤して健康に被害を受けた

方が公害健康被害者として認定されました。 

 その後、大気環境の改善の状況をふまえ、昭和

62（1987）年9月に、公害健康被害補償法は公

害健康被害の補償等に関する法律に改正されま

した。この改正により、昭和63（1988）年3月

に全ての指定地域が解除され、新たな公害健康

被害者の認定は行われなくなりましたが、既に

認定を受けた公害健康被害者やその遺族につい

ては、継続して認定の更新や補償給付が行われ

ています。 

 四日市市における被認定者数の推移、年齢階

層別・疾病別の被認定者数については次の表の

示すとおりです。 

 

表2-5-6 被認定者数の推移（単位：人） 

 
注）楠町は平成 17（2005）年 2 月 7 日付で四日市市に 

編入合併 

表2-5-7 年齢階層別被認定者数 

（令和５（2023）年3月末現在）（単位：人） 

 
 

表2-5-8 疾病別被認定者数 

（令和5（2023）年3月末現在）（単位：人） 

 
 

 ᶍ  

 

令和4（2022）年度には表2-5-9の事業を実

施しました。 

 

表2-5-9 健康被害予防事業の実施状況 

 

 

四日市市 楠町

H14 515 49

H15 501 49

H16 523 ―

H17 512 ―

H18 499 ―

H19 488 ―

H20 476 ―

H21 462 ―

H22 450 ―

H23 433 ―

H24 422 ―

H25 411 ―

H26 394 ―

H27 377 ―

H28 368 ―

H29 358 ―

H30 336 ―

R1 327 ―

R2 318 ―

R3 310 ―

R4 289 ―

年度
年度末被認定者数

男 女 計

0 ～14 ― ― ―

15～29 ― ― ―

30～44 13 5 18

45～59 76 50 126

60～64 11 9 20

65～ 45 80 125

計 145 144 289

年齢
四日市市

男 女 計

慢 性 気 管 支 炎 26 30 56

気 管 支 喘 息 119 114 233

喘 息 性 気管 支炎 0 0 0

肺 気 腫 0 0 0

計 145 144 289

疾病名
四日市市

実 施 主 体 四日市市

事 業 名 環境保健健康診査（アレルギー健康相談）

対 象 幼児

内 容

アレルギー素因児、アレルギー疾患歴のある

児、アレルギー疾患に漠然とした心配のある児

に対し、医師の診察及び保健師、栄養士による

相談事業を行う。

実 施 場 所 四日市市総合会館　5階

開催回数又は開催月日 年6回

参 加 人 数 59人

事 業 名
子育て支援センター等におけるアレルギー健康

相談

対 象 乳幼児

内 容

アレルギー疾患に対する正しい知識と家庭でで

きる適切なケア等を情報提供するとともに、相

談支援を実施する。

実 施 場 所 子育て支援センター等親子が集まる場

開催回数又は開催月日 年12回

参 加 人 数 63人
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（１）姉妹友好提携先に対する環境協力の推進 

 「独立行政法人国際協力機構」（JICA）の草の

根技術協力事業として「パラオ共和国ガッパン

州イボバン、アイメリーク州モンガミにおける

官民協働ごみゼロ社会推進事業」を提案し、「公

益財団法人国際環境技術移転センター」（ICETT）

を実施主体として、パラオ共和国における循環

型社会の形成に向けて、平成 30（2018）年から

廃棄物の適切な分別活動の支援を行ってきまし

た。本事業を通じて、地域住民が環境問題や身の

回りのごみの状況に関心を持つようになり、資

源回収ステーションを利用した分別排出が行わ

れるようになるなどの進展が見られています。 

令和 4（2022）年度は、前述事業に引き続き、

パラオ共和国全域での分別排出普及のための地

盤形成を目的として、イボバンおよびモンガミ

をモデル地域としてこの地域を含む 2州全域へ

の分別排出の仕組みを普及するほか、パラオの

バベルダオブ島全域の小学校での環境教育に取

り組む「パラオ共和国バベルダオブ島における

分別排出システムの普及促進事業」を開始しま

した。 

 

（２）公益財団法人国際環境技術移転センター

（ICETT）による環境保全活動 

 地球環境の保全と世界経済の持続的な発展に

寄与するため、産業界、学界等の全面的な支援を

得て、ICETTを設立し、環境保全に関する各種

事業を実施して、諸外国の特性に応じた円滑な

技術移転の推進を図っています。 

 令和 4（2022）年度は、本県からの委託によ

り、高校生、大学生を対象に環境問題や県内企業

の環境保全の取組を学ぶグローカル人材育成講

座を実施しました。 

また、南太平洋大学の学生を日本に招き、県内

の学生と海洋プラスチック問題やパラオにおけ

る廃棄物問題についての合同研修を行いまし

た。 

加えて、「独立行政法人国際協力機構」（JICA）

からの委託により、ASEAN各国の行政官を対象

に、海洋ごみ対策のための廃棄物管理に関する

研修を令和２（2020）年度から行っています。  

ICETTでは、関係機関と連携して環境保全・

改善に関する研修・技術指導、調査・研究、交流・

連携、情報提供・普及啓発等を行うだけでなく、

これらの事業の連携によって、諸外国の特性に

応じた円滑な技術移転の推進を図っています。 

（３）公益財団法人国際環境技術移転センター

（ICETT）による企業支援   

 ICETTは、環境保全・改善のための活動を行

うとともに、環境保全技術を有する日本企業等

の海外展開支援に関連する事業を実施していま

す。 

 令和４（2022）年度は、本県委託の循環関連

産業における先進的取組推進事業として企業ト

ップ向けのセミナーを半日開催し、脱炭素経営

の意識啓発を図りました。また、自主事業とし

て、中小企業を対象とした温室効果ガス関係の

セミナーを 2日間オンラインで開催し、温室効

果ガス排出量の算定方法や中小企業の取組事例

の紹介などの情報提供を行いました。 

 

 ᶍ  

 

 （１）資源循環に関する調査研究 

① 産業廃棄物の抑制に係る産官共同研究 

 県内事業者等が、産業廃棄物の排出抑制やリ

サイクルの推進を図ることを目的とした技術開

発を支援するため、県内事業者等と共同研究に

取り組み、研究成果の事業化の促進を図ってい

ます。令和４（2022）年度は、県内事業者から

の申請がなく、共同研究の実施はありませんで

したが、企業訪問により産業廃棄物抑制に関す

る技術情報収集を実施しました。 

 

② リサイクル材の環境リスク評価に関する調

査研究 

 廃棄物のリサイクルについては、廃棄物の性

状に応じた適正な処理および使用用途のもと安

全・安心が確保される必要があります。リサイク

ルを装った不適正処理や安易なリサイクルが実

施され、有害ガスや汚水が発生する等の周辺環

境に影響を及ぼす事案も発生しています。 

このため、令和 4（2022）年度は、環境リス

クの把握等が必要とされる廃棄物のうち廃石膏

ボードから分離された再生石膏粉と無機性汚泥

について、調査研究に供する試料を採取し、評価

に利用可能と考えられる分析方法を検討しまし

た。 

 また、これまでの調査研究成果をもとに、県内

リサイクル事業者 2者に対して、リサイクル材

を活用した再生品の開発、管理に係る支援を行

いました。 
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③ 再生品の環境安全性に関する調査研究 

再生資源の適正な循環利用の促進に取り組む

にあたっては、産業廃棄物の不適正な処分を防

止しつつ、再生品の環境安全性を確保すること

が求められます。 

本研究では、県内の産業廃棄物中間処理業者

が産業廃棄物を再生資源として受け入れ生産し

た再生品について、管理体制と原料の再生資源

も含めて環境安全性を調査することとしてお

り、令和 4（2022）年度は、管理体制に関する

調査項目を決定し、改良土・再生土を製造する事

業者への訪問と試料採取、試料の分析を進めま

した。 

 

④ マルチベネフィットの視点でとらえた土壁

材の再生製品開発に向けた基礎研究 

建設系廃棄物の一つである土壁材は再資源化

が進んでおらず、不法投棄や不適正な処理が散

見され、周辺環境の悪化が懸念されています。土

壁材を一般環境中で再生利用するにあたって

は、土壁材に含まれる有機物が硫化水素の発生

を引き起こしてしまう可能性があります。 

本研究では、有機物を除去するための物理的

または熱処理方法を検討し、有機物除去後の土

壁材に起因する硫化水素が発生しない再生製品

の開発に向けた基礎研究を行いました。 

 

（２）大気環境保全に関する調査研究 

① 化学物質による環境汚染の実態調査 

 令和 4（2022）年度は、初期・詳細環境調査

として四日市港および鳥羽港の水質調査のため

サンプリングを実施しました。また、四日市港の

水質について、アトルバスタチンの分析を行い

ました。 

モニタリング調査として四日市港、鳥羽港の

水質、底質および四日市市内の一般環境大気の

サンプリングを実施しました。 

 

② 光化学オキシダントの挙動における窒素酸

化物の影響に関する研究 

 全国的にも環境基準達成率が非常に低い光化

学オキシダントと、その生成と消滅に深く関 

わっているとされ、自動車排ガスに多く含まれ

る窒素酸化物について、令和4（2022）年度は、

秋季および冬季に沿道や固定発生源で窒素酸化

物とオゾンを継続調査するとともに、得られた

データや大気汚染常時監視測定データ等を用い

て、ポテンシャルオゾンや光化学オキシダント

の生成に関わる変動要因の解明に向け、分析を

進めました。 

 

（３）水環境保全に関する調査研究 

① 伊勢湾流入河川の流域別負荷量評価に関す

る調査研究 

伊勢湾沿岸部の水質（有機物、窒素等）は、海

域によって違いがあり、さまざまある要因の一

つとして、その付近に流下する河川からの汚濁

負荷の影響があると推測しました。河川からの

汚濁負荷を沿岸部の生物相に対する栄養供給と

いう観点に立ち、詳細な調査を実施するため、令

和 4（2022）年度は安濃川流域の負荷量の実態

を調査するとともに、負荷量評価方法について

検証しました。 

 

② 熊野灘沿岸域における有害プランクトン優

占化機構に関する研究 

 令和 4（2022）年度は、伊勢湾から熊野灘沿

岸域にかけての有害赤潮の広域モニタリング調

査を実施しました。 

伊勢湾内から尾鷲市までの沿岸でカレニア・

ミキモトイ赤潮が発生し、一部の海域では、ブリ

やシマアジ等の養殖魚において被害が発生しま

した。熊野灘沿岸の内湾でのアコヤガイなど二

枚貝のへい死原因となるヘテロカプサ赤潮は確

認されませんでした。 

 

（４）多様な自然環境保全に関する調査研究 

① 松くい虫の発生予察 

 松くい虫被害の防止や軽減を図るため、松枯

れの誘引となるマツノマダラカミキリの発生時

期を予測し、適期に薬剤の散布ができるよう、冷

涼な伊賀地域と温暖な志摩地域から枯れ松を採

取し、幼虫の生育状況を調査し、その年の成虫の

発生時期を予測しています。 

４月下旬から６月下旬頃まで成虫の発生状況

を観察し、その結果をとりまとめてホームペー

ジで公表するとともに、関係機関に情報を提供

しました。 

 

② 英虞湾・的矢湾漁場環境に係る調査 

 英虞湾・的矢湾の赤潮や環境変化による漁業

被害の防止や軽減を図るため、水質・底質調査や

底生生物・プランクトン調査を実施しました。そ

の調査結果をとりまとめ、「アコヤ養殖環境情

報」として56回、「赤潮情報」として14回、関

係機関に情報提供を行いました。 
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③ アユの資源回復に関する研究 

 アユ種苗来歴カードを活用したアユ冷水病の

情報収集や解析を行うとともに、カワウの被害

対策に関する全国の最新知見を収集し、得られ

た成果を漁業者に提供しました。 

 

④ 漁業資源評価に係る調査 

 本県沿岸域のカツオ、クロマグロ、マアジ、サ

バ類、マイワシ等重要漁業資源の資源量評価と

その動向予測を行いました。 

また、クロマグロ、マアジ、サバ類、マイワシ

では、科学的根拠に基づく漁獲可能量を推定す

ることで、漁業資源の保全と持続的利用を図り

ました。 

 

（５）保健環境研究所における取組 

 保健環境研究所では行政職員の受入れ、講師

の派遣を行い、地域の環境問題の解決に向けた

人材育成に努めました。 

 

 ᶍ ᶉ ᴲ ᴴ

ᶍ ᶍ  

 

 （１）環境情報の提供 

 県ホームページにおいて、環境に関するさま

ざまな情報を提供しています。 

 本県では、県民との協働・連携の実現には情報

公開・情報発信が重要であるとの考えのもと、平

成11（1999）年にホームページによる環境関連

情報の提供を開始しました。 

 

（２）地理情報システムを活用した森林資源の管理 

 三重県森林GIS（地理情報システム）は、森林

資源、林況、林道、治山等の森林情報を一元管理

し、森林情報を解析することで森林のゾーニン

グ等が可能なシステムとして、平成13（2001）

年度から運用しています。 

 県民の財産である森林の適正な維持・管理を

進め、森林の有する多様な公益的機能を高度に

発揮させていくために、同システムを活用して

おり、令和４（2022）年度は、データ更新や精

度向上に努めるとともに、クラウド型森林 GIS

の機能改良と普及を行いました。 

 

 

 

 

 

 

（３）大気環境の常時監視システム 

 人の健康を保護し、生活環境を保全するため、

環境総合監視システムを整備・運用し、大気汚染

緊急時の発令、大気環境基準の評価を行い、環境

の状況の的確な把握と環境保全に努めていま

す。なお、大気発生源については、硫黄酸化物と

窒素酸化物を常時監視しており、得られたデー

タはホームページで公開しています（図2-5-6）。 

 環境汚染の未然防止のためには、環境監視が

有効です。四日市地域の環境汚染防止対策には

以前から積極的に取り組んできましたが、その

推進には大気環境の常時監視システムが大きな

役割を果たしてきました。 

 

① 大気環境の常時監視 

 大気環境の常時監視は、大気汚染防止法第22

条に基づき、県および四日市市が測定局を設置

して行っており、その整備は、昭和38（1963）

年 11月に四日市市の磯津地区に一般環境測定

局を設置し、二酸化硫黄の自動測定器により監

視したことがはじまりです。以後、県では桑名市

から熊野市まで県内の主な市町に測定局を設置

し、一般環境測定局については23か所、自動車

排出ガス測定局については７か所の測定局にお

いて、監視を行っています。 

 さらに、県では常時監視のための参考データ

を得る目的で、上層気象観測局を菰野町の御在

所岳山上に設置しています。 

 現在の測定局の設置状況は、資料編に記載の

とおりです。 

 

② 大気発生源の常時監視 

 大気発生源の常時監視は、硫黄酸化物排出量

について、三重県生活環境の保全に関する条例

第39条に基づき、四日市地域における硫黄酸化

物の排出量が10Nm3／時以上の9工場・事業場

を対象に行っています。また、窒素酸化物排出量

については、平成11（1999）年度から、同地域

における燃料使用量 2,000kg／時以上の 14工

場・事業場を対象に測定を行っています。 

 

（４）放射線モニタリング等の情報提供 
 環境放射能調査は、原子力規制委員会の委託
事業「環境放射能水準調査事業」として全都道府
県で実施されており、本県は昭和63（1988）年
度から同事業を受託し調査を行っています。 
 東日本大震災後、同事業における空間放射線
量率の常時監視を県内 4か所で行っており、測
定結果は原子力規制委員会ホームページで公表
されています。
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図2-5-6 環境総合監視システムの概念図 

  

収集系サーバ 

緊急時 

協力工場等 

県民、工場、市町、 

県機関など 

・大気環境濃度 

 SO２、NO、NO2、OX 

 浮遊粒子物質、PM2.5、炭化水素等 

・気象 

 風向、風速 

 

テレメータ 測定機器 

環境測定局（一般環境局・自排局） 

・工場・事業場排出量 

 SOX排出量 

 NOX排出量 

 

テレメータ 

発生源局（14工場・事業場） 

環境総合監視システム 

気象台 

データ処理系サーバ 

緊急時の措置 

光化学オキシダントの予測 

環境基準の評価 

総量規制基準の評価 

   インターネット 

FAX・E-mail 

緊急時の措置連絡、光化学オキシダント予測情報の提供等 
大気環境濃度、環境基

準適合状況、発生源総

排出量等のデータを

発信 

環境生活部 

公開サーバ 

監視端末 
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 5 ∙ ᶍ  

 

 ╔֩ סּ ᶉ ᶍᵾᶠᶍ

╔ E֩SD֪֪ᴴ ᶍ  

 

 ╔ᶊᵩᵰᶪ ╔ᴴ  

 

 （１）総合的な学習の時間等における環境教育の

推進 

 県内の幼稚園・小学校・中学校・高等学校およ

び特別支援学校では、総合的な学習の時間等に

おいて、豊かな自然環境の中で行うさまざまな

体験活動をとおして、自然の大切さを学び、身近

な環境問題に関心を持つことができる子どもた

ちの育成を図ります。また、家庭や地域社会、民

間団体との連携を深め、環境保全に関するボラ

ンティア活動の紹介やボランティア活動ヘの参

加意欲を高める取組を進めていきます。 

 

（２）「学校環境デー」の取組 

 県内の学校・園で、「学校環境デー」（6月5日）

を中心とした時期に、創意工夫ある活動を行う

ことをとおして、環境学習に取り組む意欲を一

層高め、主体的によりよい環境を作り、環境に配

慮した望ましい行動をとることができる子ども

たちの育成を図ります。 

 

（３）環境教育指導者の育成 

 子どもたちが自然にふれる体験をしたり、そ

こで得た知識・技能を活用したりすることで、課

題を解決する能力を育てることが大切です。こ

のため、学校等の教育現場で活用可能な地域の

資源を用いた環境教育の進め方を学ぶ研修や自

然体験活動を取り入れた授業の進め方を学ぶ研

修を三重大学等と連携して実施します。 

 また、オンデマンド型研修（ネットDE研修）

において、環境教育に関する研修講座を配信し、

教職員が勤務校等で効果的・効率的な研修がで

きるようにします。 

 

 

 

 

 ╓ᶣ ᶊᵩᵰᶪ ╔ᴴ  

 

 （１）地域における環境教育・環境学習機会の提供 

 県内の学校、地域団体、市町等の要望により、

地域に出向いて講座を実施するとともに、市民

向け環境講座等、県環境学習情報センターの講

座の開催により、環境教育・環境学習の機会を積

極的に提供していきます。 

 

（２）子どもを対象とした環境教育・環境学習の

推進 

 次世代を担う子どもたちの環境保全意識を醸

成していくため、子ども向け環境講座やエコ 

フェアの開催など、子どもを対象とした体験型

の環境教育・環境学習を推進していきます。 

 

（３）地域にある環境資源を生かした環境教育の

促進 

 地域住民が主役となり、持続性をもって、地域

の自然や歴史、文化等を守り伝えるとともに、人

びとの交流や学びの場の提供等に取り組んでい

けるよう、宮川流域市町とともに地域活動団体

の活動を支援します。 

 

（４）三重県環境学習情報センターの活用 

① 見学受入れと体験講座の実施 

 団体見学の受入れについては、展示ホールの

見学と体験講座をセットにして実施すること

で、より効果的な環境教育・環境学習を提供しま

す。 

 

② 企画展示コーナーの充実 

 展示ホールに設置した月替わりの企画展示 

コーナーを利用して、県内の環境に優しい取組

を実践している企業、学校、NPO、ボランティア

団体等の活動を紹介します。 
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（５）「三重県民の森」および「三重県上野森林公

園」の活用 

 森林公園の適正な維持管理を進めるととも

に、指定管理者と連携して自然体験イベントを

行うなど、県民の利用を促進します。 

 

（６）三重県総合博物館（MieMu）の活用 

 環境教育・環境学習の場として、展示や交流ス

ペース等の施設の充実と活用を図ります。 

 また、年間行事に、各種講座やフィールドワー

ク等を計画します。 

 フィールドワークでは、県内のフィールドや

ミュージアムフィールドを活用し、自然環境保

全のための人材育成を支援します。 

大学や公的機関、民間団体等と連携し、フィー

ルドワークのほか、ワークショップや講演会等

を開催し、環境保全、環境教育・環境学習の機会

を提供します。 

 

 ᶍ  

 

 ᶍ╔  

֩ ╔ᴴ ᶍ  ֪

 

 広く環境に関する知識を身につけ、体験型 ・参

加型の環境学習が実践できる指導者を養成しま

す。 

令和 5（2023）年度も、社会情勢や取り巻く

環境の変化に適切に対応し、既存講座のブラッ

シュアップを実施していきます。 

 

 ᶍ ⱱᴲ  

 

 （１）道路、河川等の清掃 

 快適で安全な道路環境の確保および河川・海

岸等の美化を図るため、道路敷の除草、清掃およ

び河川敷の除草や海岸等の流木処理、清掃を行

います。 

 また、道路、河川、海岸等の美化活動の推進を

図るため、ボランティア団体等に作業用物品の

提供等の支援を行います。 

 

 

 

（２）森林ボランティアの育成 

 県民が自主的に参画する県民参加の森林づく

りを進めるため、森林づくり活動団体からの相

談対応や、支援ニーズの把握、市町が支援事業を

構築する際のアドバイス等を行います。 

 

（３）宮川流域ルネッサンス事業の推進 

 宮川流域宣言に基づき、流域市町とともに地

域を支えるさまざまな主体との協働のもと、地

域資源を生かした自発的な地域づくりの取組を

推進していきます。 

 また、地域のさまざまな主体が参画する地域

主導の取組を進めるとともに、普及啓発活動や

住民との協働に継続して取り組みます。 

 

（４）連携による環境教育実践活動の促進 

 子ども向け環境教育プログラムであるキッズ

ISO14000プログラムが令和4（2022）年度で

終了したため、地域における環境教育の展開を

目的として県独自で策定した「こどもエコ活動」

を実施する学校と、社会貢献の一環としてこれ

を支援する企業との調整など、さまざまな主体

との連携による取組を進めます。 

 

（５）サマーエコスタイルキャンペーン 

これまでに取り組んできたサマーエコスタイ

ルキャンペーンを継続し、県内事業所に夏季の

適正冷房と軽装勤務を引き続き呼びかけます。 

 夏季の適正冷房と軽装勤務実施期間 

 令和５（2023）年5月1日～10月31日 

 

（６）エシカル消費の促進 

 人や社会・地域・環境に配慮した消費活動であ

るエシカル消費を促進するため、消費生活出前

講座や関係機関・団体主催のイベント等さまざ

まな機会をとらえて普及啓発を図るとともに、

市町や関係機関・団体と連携した取組を推進し

ます。 

 また、県環境学習情報センターにおいて、エシ

カル消費に関する県民向け講座の開催や、関係

団体や事業者等と広域連携で行う東海三県一市

グリーン購入キャンペーンの中でエシカル消費

の啓発を実施していきます。  
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 ☺ᶍ  

 

 （１）事業者に向けた環境経営の促進 

 近年拡大しているESG投資やRE100、サプラ

イチェーンでの二酸化炭素排出削減の取組等の

動向を紹介するとともに、環境経営や脱炭素経

営に取り組んでいる事業者の取組事例等を紹介

するセミナーを開催し、事業者の環境経営や脱

炭素経営の導入を促進します。 

 また、県内企業等における脱炭素経営を促進

するため、脱炭素経営に取り組んでいく意欲の

ある県内企業等にアドバイザーを派遣するなど

の個別支援を行います。 

 

（２）小規模事業所に向けたEMS導入事業 

 中小事業所における環境経営を促進するた

め、事業所への働きかけや大規模事業所、商工団

体および業界団体等を訪問して関連企業等に対

する普及の依頼を行うなど、「三重県版小規模事

業者向け環境マネジメントシステム（M-EMS）」

の普及に取り組みます。 

 

（３）企業間連携の推進 

 「三重グリーン購入ネットワークネットワー

ク」や「企業環境ネットワーク・みえ」により、

会員企業が中心となった企業間連携や行政との

協働による自主的な環境活動を推進します。 

 

（４）PRTR制度の推進 

 有害性のある化学物質について、発生源と排

出、移動量の把握を特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律に基づき行う PRTR制度（化学物質排出移動

量届出制度）とともに、事業者による適正な管理

を促進します。 

 また、県ホームページやパンフレット等を活

用し、広くPRTR制度の啓発を行うとともに、排

出、移動量の集計結果について公表し、事業者の

自主管理を促します。 

 

（５）県における環境経営の推進 

① 環境保全活動の推進 

 職員一人ひとりや職場全体による環境に優し

いオフィスづくりに向けた環境保全活動を推進

するため、PDCA（計画・実行・評価・改善）サ

イクルに基づき、積極的な取組を進めます。 

 

 

 

② 環境調整システムの充実 

 県開発事業においては、計画段階から環境調

整システム等を活用した全庁的な調整を通じ、

環境の保全に配慮します。 

 

（６）環境ビジネスの育成・振興 

県内企業が環境・エネルギー関連分野に進出

するため、県内企業や高等教育機関との間で 

ネットワークを構築するとともに、県内企業の

技術力を生かした製品開発に向けた研究開発を

支援するなど、環境・エネルギー関連産業の育成

と集積に取り組んでいきます。 

 また、県工業研究所の設備や知見を活用し、県

内企業への共同研究に向けた技術支援や情報提

供などを通じて県内企業の環境・エネルギー関

連分野への進出につなげます。 

 

（７）環境保全設備に対する支援 

 県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境

問題に対する取組に対し、必要となる資金の融

資を実施します。 

 

4  ᶊ ᵶᵾ ᶍ  

 

 三重県環境影響評価条例の適正な運用に努

め、開発事業等に係る環境影響の低減により適

正に環境保全を図ります。 

 工場や事業場の新増設に伴う悪影響を未然に

防止するため、三重県公害事前審査会条例に基

づき、三重県環境影響評価条例の対象とならな

い工場や事業場について、公害防止の技術的事

項を審査し、市町の工場等の誘致や環境保全協

定の締結時における活用を促進します。 

 環境関係の諸法令に基づく規制等の権限を有

していない市町長等が、その区域の実態に即し

たきめ細かな対応を行うことができるように、

三重県環境基本条例に基づき、市町長等と事業

者との環境保全協定の締結を促進します。 

 公害に係る紛争については、公害紛争処理法

に基づくあっせん、調停や三重県生活環境の保

全に関する条例に基づく調査請求等の制度によ

り、その迅速かつ適正な解決を図ります。 

 また、公害等に係る苦情については、公害苦情

相談員が、県民からの苦情相談に対応するとと

もに、市町等と協力して、その適切な処理を行い

ます。 
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 ᴴ ┌  

 

 環境保全技術を開発途上地域に移転し、地球環

境保全、世界経済の持続的発展に資するために

設立された「公益財団法人国際環境技術移転セ

ンター」（ICETT）に対して、職員を派遣するな

ど人的な協力を行います。 

また、引き続き、太平洋島嶼国・日本地方自治

体ネットワークの枠組みで、ICETTの有する知見

も活用しながら、人的交流・人材育成を通じて、

パラオ共和国をはじめとする太平洋島嶼国の環

境課題の解決に向けて協力していきます。 

さらに、高校生や大学生を対象に、「環境」を

テーマに国際的な意識・感覚を高めるとともに、

国際的な視点を持って三重県で活動する意義等

を学ぶ講座を開催するなど、グローカル人材の

育成に取り組みます。 

 

 ᶍ  

 

 （１）資源循環に関する調査研究 

① 産業廃棄物の発生抑制・低減化に関する調 

査研究 

 各種産業廃棄物の発生抑制・低減化を目的と

し、企業訪問による産業廃棄物に関する調査お

よび有効活用方法を探るための基礎研究を実施

します。その結果、実用化が期待できる産業廃棄

物については、資源リサイクルに取り組む県内

事業者と共同研究等を行い、リサイクル製品の

開発を支援します。 

 

② リサイクル材の環境リスク評価に関する調

査研究 

 廃棄物のリサイクルについては、廃棄物の性

状に応じた適正な処理および使用用途のもと安

全・安心が確保される必要がありますが、リサイ

クルを装った不適正処理や安易なリサイクルが

実施され、有害ガスや汚水が発生する等の周辺

環境に影響を及ぼす事案も発生しています。 

 本研究では、環境リスクを把握することが急

務である廃棄物について、有害物質の溶出、有害

ガスの発生等のおそれを調査し、潜在的な環境

リスク評価を実施するとともに、有効利用方法

の方向性を検討しており、令和 5（2023）年度

は、廃石膏ボードから分離された再生石膏粉と

無機性汚泥を対象として調査研究を進めていき

ます。 

 

 

③ 再生品の環境安全性に関する調査研究 

再生資源の適正な循環利用の促進に取り組む

にあたっては、産業廃棄物の不適正な処分を防

止しつつ、再生品の環境安全性を確保すること

が求められます。 

本研究では、県内の産業廃棄物中間処理業者が

産業廃棄物を再生資源として受け入れ生産した

再生品について、管理体制と原料の再生資源も

含めて環境安全性を調査することとしており、

令和 5（2023）年度は、引き続き改良土・再生

土の調査研究を進めていきます。 

 

（２）大気環境保全に関する調査研究 

① 化学物質による環境汚染の実態調査 

 環境省委託「化学物質環境実態調査」の一環と

して、既存化学物質による環境汚染の未然防止

を図るため、四日市港、鳥羽港の水質、底質およ

び四日市市内の一般環境大気の実態調査を行い

ます。 

 

② 自動同定定量システムを活用した災害時に

流出が想定される化学汚染物質の把握に関す

る研究 

災害時等に流出する化学物質は、生活環境に

悪影響を起こす可能性があります。そこで、本研

究では、県内中小企業から流出が想定される化

学汚染物質について情報収集し、そのうち GC-

MSで測定可能な物質について自動同定定量シ

ステム(AIQS)へデータベース登録を行うことに

より、化学物質の流出時において、モニタリング

を実施し、迅速な事故対応ができるよう調査研

究を進めていきます。 

 

（３）水環境保全に関する調査研究 

・伊勢湾流入河川の流域別負荷量評価に関する

調査研究 

伊勢湾沿岸部の水質（有機物、窒素等）は、海

域によって違いがあり、さまざまある要因の一

つとして、その付近に流下する河川からの汚濁

負荷の影響があると推測します。河川からの汚

濁負荷を沿岸部の生物相に対する栄養供給とい

う観点に立ち、詳細な調査を実施するとともに、

河川流域ごとの負荷量評価方法について検証し

ます。令和５（2023）年度は、前年度に引き続

き安濃川流域の調査を行うとともに、新たに外

城田川流域の調査も行い、河川流域からの負荷

量予測手法の策定および評価を行います。 
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（４）多様な自然環境保全に関する調査研究 

① 英虞湾・的矢湾漁場環境に係る調査 

 英虞湾・的矢湾における赤潮や環境変化によ

る被害の防止や軽減を図るため、水質、底質、プ

ランクトンの発生状況を監視するとともに、漁

業関係者に調査結果を情報提供します。 

 

② 本県沿岸域における漁業資源の資源評価 

 本県沿岸域の重要漁業資源の持続的な利用に

向け、漁獲状況や生物特性を調べ、それらに基づ

く資源評価を行います。 

 

③ 熊野灘沿岸域における有害プランクトン優

占化機構に関する研究 

 伊勢湾から熊野灘沿岸において、有害プラン

クトンの発生状況および海洋環境の調査を愛知

県と共同で実施し、有害赤潮の発生環境や広域

的な赤潮の輸送パターンを把握することで、熊

野灘沿岸域における有害赤潮の発生機構を解明

し、赤潮予察技術の開発につなげます。 

 

④ アユの資源回復に関する研究 

 アユの資源回復に向け、アユ冷水病やカワウ

被害対策に係る情報収集や研修会等での情報提

供を行います。 

 

（５）有害大気汚染物質の調査 

 環境省が示す 22の優先取組物質および水銀

等のうち、測定法が示されているベンゼン、トリ

クロロエチレン等の 21物質の大気環境調査を

実施します。 

 

（６）ダイオキシン類の調査 

 大気、河川、海域、底質、地下水および土壌の

ダイオキシン類による汚染状況を常時監視しま

す。 

 

（７）騒音・振動の調査 

自動車交通騒音の測定を実施するとともに、

市町と協力し、一般地域の環境騒音および道路

交通振動の測定を実施します。 

 航空機騒音の測定については、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、就航する航空機の

状況を鑑みて騒音測定を行います。 

 

（８）保健環境研究所の取組 

 本県の環境に関する科学的・技術的中核機関

として保健環境研究所を位置づけ、令和５

（2023）年度も地域に密着した研究や国立環境研

究所、全国の地方環境研究所と共同で先進的な

研究を行うとともに、県内の高等教育機関や

ICETT等からの依頼による学生や研修員の受入

れを通じて、環境分野における人材育成に寄与

していきます。 

 

 ᶍ ᶉ ᴲ ᴴ

ᶍ ᶍ  

 

 （１）環境情報の提供 

 県ホームページにおいて、窒素酸化物、光化学

オキシダント、微小粒子状物質（PM2.5）等の大

気状況データを毎時更新するほか、光化学ス 

モッグ発令状況を提供します。 

 また、化学物質、水環境等のデータについて

も、より広くわかりやすく情報提供します。 

 

（２）森林GISの運用 

 地域森林計画の樹立にあわせ、森林簿、森林計

画図等の基本情報や治山、林道、保安林等の関連

情報の整備を進め、システムの適正な運用に努

めます。また、森林の適正な管理のため、森林簿

データ等を市町や関係者に提供します。 

 

（３）環境総合監視システムの運用 

 環境監視、発生源監視（大気）を行う環境総合

監視システムを運用し、大気環境と主要な発生

源の常時監視を行うとともに、光化学スモッグ

注意報の発令等の緊急時対策を実施します。 

 

（４）公共用水域の常時監視 

 公共用水域（河川・海域）および地下水につい

て、関係機関と連携し、水質の常時監視を実施し

ます。


